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る。アラスカでは、通信環境の悪いコミュニ
ティ向けに通信回線を確保し、遠隔地の学校
に教育番組を提供することで子供たちにニ
ーズに応えている。さらに私たちは、世界の
3 億 6500 万人にリーチできる自社の衛星
を活用するまたとない機会との認識を深め、
Fight COVID-19 チャンネルを無料で提供
することにした。少しでも感染拡大を防ぐ一
助となれば幸甚である」と語った。
　SES 社に限らず、衛星通信事業者は衛星
のグローバルリーチの特性を生かし、中継器
を提供することで社会貢献を果たす重要な
役割がある。世界最大の衛星通信事業者とし
て SES 社が立ち上がったことで、世界の主
だった衛星通信・衛星放送事業者がその大き
な役割を再認識する良い機会となればよい
と思う。
　アジアパシフィック地域では、Kacific 
Broadband Satellites 社 が 同 社 の
Kacific-1 衛星の中継器を 1 台、遠隔地に散
在する診療拠点、クリニック、医療機関など
をネットワークする手段として提供してい
る。同社は、2013 年 6 月にシンガポール
を拠点にして設立され、Kacific-1 は、スカ
パー JSAT の JCSAT-18 衛星に相乗りし
ている衛星である。特色は、アジアパシフィ
ック地域に特化し、25 か国、6 億人をカバ
ーしている。
　 同 社 の Christian Patouraux CEO
は、今回の中継器提供に関する報道発表で

「50 万ドルのコストの一部は GuarantCo 
（Private Infrastructure Development 
Group’s Technical Assistance Arm）
. が負担している」と語っている。新型コロ
ナウイルスの災禍が収まらない現状にかん
がみて、非常にタイミングの良いサービスを
開始したと言ってよい。
　一方では、新型コロナウイルスの感染拡大
により破産に追い込まれた事業者、追い込ま
れつつある事業者、破産に伴う売却といった
事例がいくつか浮上して業界を騒がせている。

　本稿の執筆に取り掛かった 8 月 2 日の日
本経済新聞に「感染再拡大 世界の 7 割」と
いうショッキングな記事が掲載された。世界
の約 7 割に当たる 126 か国・地域で新型
コロナウイルスの新規感染者数が増加傾向
にあると指摘したものである。日本について
は、8 月 1 日時点で 1527 人の新規感染者
が確認され 4 日連続で 1000 人超となった
という。また、同日付の朝日新聞は、「コロ
ナ 病床不足の足音」「一週間の利用率、39
都府県で増」「重症者一か月で 2.3 倍　現場
に危機感」との大見出し、小見出しを掲げて
警鐘を鳴らしている。
　このような新型コロナウイルスによる災
禍という世界情勢の下で、心強いニュース
が飛び込んできた。ルクセンブルグの衛星通
信事業者 SES 社が 7 月 14 日から「Fight 
COVID-19」というタイトルのテレビチャ

ンネルをアフリカとアジアパシフィック地
域向けに無料で提供を始めた。振り返って
みれば、同社は 2014 年に「Fight Ebola」
チャンネルを配信した経験があり、今回も同
様に「衛星ネットワークを駆使して世界貢献
を果たす」と非常に意欲的だ。
　現時点で「Fight COVID-19」チャンネ
ルのコンテンツは、UNICEF、フランスの
通信社 AFP、EdTech を専門とする www.
Potencial.com が提供しており、SES 社は
さらなる提供者を募っている。
　筆者は、まだ視聴できていないが、複数
のメディア情報によれば、「新型コロナウイ
ルスの性格やその危険性、感染防止策など、
COVID-19 に関するありとあらゆる貴重な
情報を満載し、下記の 4 機の衛星で配信し
ている」という。

「ASTRA-4A」衛星、
主に Sub-Saharan Africa 向け

「ASTRA-2F」衛星、
主に East & West Africa 向け

「NSS-12 」衛星、
主に Ethiopia 周辺国向け

「SES-9」衛星、
主に Philippines、Indonesia 向け
　このチャンネルの開局にあたり SES 社の
スティーブ・コーラー CEO が、「COVID-19 
In It Together」というタイトルのメッセー
ジを発しており視聴する機会に恵まれた。同
CEO は、「まずもって新型コロナウイルス
に感染した人たちにお見舞いを申し上げる。
また、最前線でウイルスと戦い、コミュニ
ティへの感染拡大を防いでいる医療従事者
に謝意を表明したい」と切り出し「SES 社
は、このような環境下で衛星の安定した運用
と安全なネットワークオペレーションの提
供で社会に貢献することにした。具体的に
は、カナダ、アフリカ、東南アジアで病院向
けにブロードバンドサービスを開始した。孤
立を防ぐ目的で、病院の関係者とその家族
やパートナーを結ぶ回線の提供が狙いであ

ルクセンブルグの SES 社、シンガ
ポ ー ル を 活 動 拠 点 と す る Kacific 
Broadband Satellites 社、新型コロ
ナウイルスで破産に追い込まれた会社

写真 1　SES 社のスティーブ・コーラー CEO は、
「Fight COVID-19」というタイトルのテレビチャン
ネルをアフリカや東南アジア地域向けに無料で提供
を始めたと発表した。（出典：SES 社の HP）
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　インテルサット社をめぐる破産劇につい
ては、すでに本誌 6 月号でレポートしたが、
その後、予想外の泥仕合が続いており驚きと
しか言いようがない。まず、7 月 14 日に
ルクセンブルグの SES 社がインテルサット
社に対し 18 億ドルの損害賠償を請求する
訴えを起こした。2018 年に両社が取り交
わした C-band アライアンス契約に違反し
たと言うのがその理由である。詳しい数字
はつかめていないが、FCC が用意している
C-band 明け渡しに対する対価を、インテル
サット社が約束以上に受け取ろうとしてい
ると主張しているようだ。こじれた要因とし
ては、昨年末に FCC が C-band アライアン
スではなく、関連事業者それぞれとの個別の
話し合いに持ち込む方針に変更したことが
挙げられる。
　 次 い で、Shareholders Foundation
が Intelsat の幹部に対し信託義務違反の
か ど で US District Court for Northern 
District of California に訴えた。FCC との
C バンドをめぐる交渉の経緯をつまびらか
にしないまま株式の売却を行って損害を発
生させたというのがその理由のようである。
　本誌6月号で触れたSpeedcast社につい
ては、その後インマルサット、インテルサッ
トを始め衛星通信事業者20社に対し債務が
発生していることが判明した。インマルサッ
トに対する債務は、2600 万ドルに上るとい
う。Speedcast 社の Peter Shaper, CEO,
は、「COVID-19 という向かい風を避けなが
ら航海を続けている。資金計画の見直しを一
刻も早く完了させたい。この為には、中継器
の調達契約を全体的に再検討することが必
要と考えている」との声明を出している。
　新しい事例としては、移動体向けインタ
ーネットサービス のリーダーと目されてい
た Global Eagle Entertainment 社が、7
月 22 日に US Bankruptcy Court in the 
District of Delaware（デラウェア州連邦

止まってしまった。この段階でベストの結論
は、売却を試みることだ」と述べている。
　本倒産案件に抜け目なく飛びついたのは、
韓国の Hanwha Systems 社だ。6 月 8 日
に行われた買い取り会見にあたり、同社の
Youn Chul Kim CEO は、「当社にとって、
将来の成長エンジンとなる有望なビジネス
と判断した。COVID-19 パンデミックのさ
なかではあるが、グローバルな衛星通信市場
のポテンシャルは非常に大きいと考えて踏
み切った」と述べている。

破産裁判所）にチャプター 11 の申請を行っ
た。理由としては、「新型コロナウイルスに
よる旅行客の減少で旅客機向けエンターテ
インメントサービスが急減した」「大型豪華
旅客船向け通信サービスも落ち込んでしま
った」ことなどを挙げている。
　 同 社 の Joshua Marks CEO は、

「COVID-19 によりグローバルなトラベル
が予期せぬほど限定されたことで足を引っ
張られた。ここで踏みとどまり再生を試みる
ことで、 既存のカストマーに引き続き貢献
してゆきたい」と述べている。負債総額は
約 11 億ドルで、主な債権所有者は、SES、
Intelsat、Yahsat、Telesat、Arabsat、
Asiasat である。8000 万ドルの事業再
生融資を受けて現在もサービスは継続さ
れており、最新の業界情報では、「Apollo 
Global Management、Eaton Vance 
Management、Arbour Lane Capital など
のコンソーシャムが 6 億 7500 万ドルで買
い取る見込み」と言われている。
　2005 年の創業で平面 ESA アンテナ
の開発者として注目を集めてきた Phasor 
Solutions 社の倒産は、4 月 7 日にさかのぼ
る。同社の活動拠点は英ロンドンと米バージ
ニア州アーリントンで、世界の旅客機、クル
ーズ船、客車などの運航会社は、同社のアン
テナの完成を心待
ちにしていた。倒産
申請をするにあた
り David Helfgott 
CEO は、「念願の平
面アンテナは、製品
化の最終段階にあ
る。投資家との資金
調達折衝も最終段
階にあった。しか
し、COVID-19 パ
ンデミックで、す
べてのプロセスが

写真 2　Kacific-1 衛星は、アジアパシフィック地域の 25 か国、6 億人をカバー
している。（出典：Kacific Broadband Satellite 社の HP）

写真 3　Kacific Broadband Satellites 社の Christian Patouraux CEO は、
Kacific-1 衛星の中継器を 1 台、遠隔地に散在する診療拠点、クリニック、医療
機関などに提供するとの発表を行った。（出典：同社の HP）

写真4　Phasor Solutions社の平面ESAアンテナ
は、昨年の「サテライト展示会」で最も注目を集め
ていた。


